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【資料６ 廃置分合申請書】 

 

上 合 第２２５７３号 

                               安 総 第  ４６３号 

                               浦 総 第 ２６３５号 

                               大 企 第   ４１号 

                               牧総発第  ２４８号 

                               総  第  ６８５号 

                               大潟総第  ４６８号 

                               頸 発 第 １３０３号 

                               吉 企 第   ８８号 

                               中 政 第   ７０号 

                               板 総 第  ９５６号 

                               清総広第  １０４号 

                               三 総 第 ２２００号 

                               名 総 第  ４５１号 

                                    平成１６年 ８月 ６日 

 

 新潟県知事 平 山 征 夫 様 

 

上 越 市 長  木 浦 正 幸 

安 塚 町 長  矢 野   学 
浦川原村長  原   恒 博 
大 島 村 長  岩 野 虎 治 
牧 村 長  中 川 耕 平 
柿 崎 町 長  楡 井 辰 雄 
大 潟 町 長  渡 邉 之 夫 
頸 城 村 長   関  田  武  雄 
吉 川 町 長  角 張   保 
中 郷 村 長  吉 田   侃 
板 倉 町 長  瀧 澤 純 一 
清 里 村 長  梅 澤 正 直 
三 和 村 長  髙 倉 英 雄 
名 立 町 長  塚 田 隆 敏 

                          

  

上越市、東頸城郡安塚町、同郡浦川原村、同郡大島村、同郡牧村、中頸城郡柿崎町、 
同郡大潟町、同郡頸城村、同郡吉川町、同郡中郷村、同郡板倉町、同郡清里村、同 

郡三和村及び西頸城郡名立町の廃置分合について（申請） 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定により、平成１７年１月１ 

日から東頸城郡安塚町、同郡浦川原村、同郡大島村、同郡牧村、中頸城郡柿崎町、同郡大 潟

町、同郡頸城村、同郡吉川町、同郡中郷村、同郡板倉町、同郡清里村、同郡三和村及び  西

頸城郡名立町を廃し、それらの区域を上越市に編入することとしたいので、下記の関係 書

類を添えて申請します。 
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記 

 

 

 １ 廃置分合を必要とした理由                  別紙 

 

 ２ 合併協定書の写し                      省略 

 

 ３ 新市建設計画の写し                     省略 

 

 ４ 関係市町村議会の議決書の謄本及び会議録の抄本        省略 

 

 ５ 協議書の謄本                        省略 

 

 ６ 現況表                           別紙 

 

 ７ 位置図                           省略 
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廃置分合を必要とした理由 

 

１ 構成市町村の位置と地勢 

 14 市町村は、新潟県の南西部に、日本海に面して位置し、北は柏崎市、南は新井市、妙   

高村、長野県飯山市、東は高柳町、松代町、松之山町、西は能生町と接します。 
14 市町村の中央部には、関川、保倉川等が流れ、この流域に高田平野が広がっています。

この広大な平野を取り囲むように、米山山地、東頸城丘陵、関田山脈、南葉山地、西頸城   

山地などの山々が連なっています。 
海に目を向けると、海岸線には砂丘が続き、砂丘と平野の間には天然の湖沼群が点在し  

ています。 
このように、14 市町村は、多様な自然を有する海・山・大地に恵まれた自然豊かな地域  

です。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

２ 構成市町村の人口と面積 

14 市町村の人口は、平成 12 年国勢調査によると 211,870 人で、新潟県全体の 8.6％を   

占めることになります。この規模は、県内各地で現在検討されている枠組みで市町村合併  

が行われた場合においても、県内第 3 位の人口規模となります。ただし、人口は現在の長  

岡市に近い水準ですが面積規模はその 4 倍近くに相当するなど、面積に対する人口の割合 

は長岡市に比べて、低い水準となります。 

人口の推移を平成 7 年国勢調査との比較で見ると、上越市、頸城村及び清里村では人口 

が増加していますが、その他の地域では減少傾向であり、全体では緩やかに減少していま 

す。 

 

安塚町 

浦川原村 

大島村 

牧村 

柿崎町 
大潟町 

頸城村 
吉川町 

中郷村 
板倉町 

清里村 

三和村 

名立町 

上越市 



- 412 - 

 

また、平成 12 年の年齢区分別人口は、年少人口（0～14 歳）が 15.3％、生産年齢人口    

（15～64 歳）が 62.8％、老年人口（65 歳以上）が 21.9％となっており、その推移を見る    

と年少人口は減少し、老年人口は増加するなど少子・高齢化の傾向が顕著に表れています。 

平成 12 年の一般世帯数は 67,476 世帯で、1世帯当たりの人員は 3.08 人となっています。

世帯数は全体として増加傾向にありますが、1 世帯当たりの人員は減少してきており、核  

家族や一人暮らしの世帯が増えてきていることを示しています。 

新しい上越市の面積は 972.62 ㎢となります。これは、現在の上越市（249.24 ㎢）の約    

4 倍で、佐渡市（854.98 ㎢）も上回ることになります。 

 

３ 構成市町村の沿革 

【上越市】 

   明治 41 年に高田町、高城村が合併して高田町となり、同 44 年に市制を施行し高田市  

となる。その後、昭和 29 年に金谷村、新道村を、30 年に諏訪村、春日村、和田村の一    

部、津有村、三郷村、新井市の一部を、34 年に高士村をそれぞれ編入した。 

   一方、直江津町は昭和 29 年に有田村、八千浦村、保倉村、諏訪村の一部を編入し、同   

年、市制を施行して直江津市となる。その後、同 30 年に谷浜村、桑取村と高田市の一部  

を、同 33 年に高田市の一部をそれぞれ編入した。 

昭和 46 年に高田市、直江津市の 2 市が合併して上越市となり、現在に至っている。 

 

【安塚町】 

   明治 34 年に安塚村の一部、月影村、中保倉村、中川村が合併して安塚村に、同年安塚   

村の残る一部、小切戸村、沼木村、行野村が合併して小黒村に、同年船倉村、豊坂村、    

真荻平村、須川村が合併して菱里村となる。昭和 30 年に安塚村、小黒村、菱里村が合併   

して安塚村となる。同年町制を施行して安塚町となり、現在に至っている。 

 

【浦川原村】 

   明治 34 年に末広村の一部、下保倉村が合併して下保倉村となる。昭和 30 年に下保倉  

村、安塚村の一部が合併して浦川原村となる。昭和 36 年に牧村の一部を編入し、現在に  

至っている。 

 

【大島村】 

   明治 34 年に大島村、仁上村、元保倉村が合併して大島村に、同年旭村、嶺村が合併し   

て旭村となる。昭和 30 年に大島村、旭村、保倉村が合併して大島村となり、現在に至っ   

ている。 

 

【牧村】 

   明治 34 年に里見村、川上村、川辺村が合併して牧村となる。昭和 29 年に牧村、沖見   

村が合併して牧村となる。昭和 36 年に一部が浦川原村に編入され、現在に至っている。 

 

【柿崎町】 

   明治 34 年に柿崎村、犀浜村、下黒川村の一部が合併して柿崎村に、同年黒岩村、水源 

村の一部が合併して黒岩村となる。明治 41 年に柿崎村、七ヶ村が合併して柿崎村となり、 

昭和 9 年に町制を施行して柿崎町となる。同 30 年に柿崎町、下黒川村、黒川村、黒岩村   

が合併して柿崎町となり、昭和 32 年に米山村の一部を編入し、平成元年には一部が柏崎  

市に編入され、現在に至っている。 
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【大潟町】 

   明治 34 年に潟町村、犀潟村が合併して潟町村となる。昭和 30 年に旭村の一部を編入  

し、同 32 年に町制を施行して潟町町となる。同時に改名して大潟町となり、現在に至っ  

ている。 

 

【頸城村】 

   明治 30 年に明治村、末広村の一部が合併して明治村となる。同 34 年に大瀁村、南川  

村、頸城村が合併して大瀁村となる。昭和 32 年に大瀁村、明治村が合併して頸城村とな  

り、現在に至っている。 

 

【吉川町】 

   明治 34 年に水源村の一部、川谷村、上吉川村の一部が合併して源村に、同年上吉川村  

の残る一部、中吉川村、大出口村が合併して吉川村となる。昭和 30 年に源村、吉川村、   

旭村の一部が合併し、同時に町制を施行して吉川町となり、現在に至っている。 

 

【中郷村】 

   明治 22 年の市町村制施行で中郷村となる。昭和 31 年に新井市の一部を編入し、現在  

に至っている。 

 

【板倉町】 

   明治 34 年に板倉村、豊原村、根越村、箕冠村が合併して板倉村となる。昭和 31 年に   

寺野村を編入し、同 33 年に町制を施行して板倉町となり、現在に至っている。 

 

【清里村】 

   昭和 30 年に菅原村、櫛池村が合併して清里村となり、現在に至っている。 

 

【三和村】 

   昭和 30 年に里五十公野村、上杉村、美守村が合併して三和村となり、現在に至ってい  

る。 

 

【名立町】 

   明治 34 年に下名立村、上名立村が合併して名立村となる。昭和 30 年に名立町と名立  

村が合併して名立町となり、現在に至っている。 

 

４ 構成市町村の現況 

  14 市町村は、新潟県の南西部に日本海に面して位置し、重要港湾である直江津港や北陸  

自動車道、上信越自動車道のほか、JR 北陸本線、JR 信越本線、ほくほく線などを有して   

います。さらに、北陸新幹線や上越魚沼地域振興快速道路などのプロジェクトも進行して  

います。 

   このような交通基盤の整備のほかモータリゼーションの進展により、通勤・通学、買物  

など日常生活圏の広域化・一体化が進んでいます。特に買物については、各市町村とも上  

越市内の施設を利用する住民の比率が最も高く、上越市を中心とした日常生活圏が形成さ 

れつつあります。 

14 市町村の就業者数は、平成 12 年国勢調査によると 108,142 人となり、産業別の比率   

は第 1 次産業 6.9％、第 2 次産業 35.7％、第 3 次産業 57.1％となります。主要産業である   

農業は、品目別構成比を見ると、全生産額の 77.6％を米が占めています。この比率は、県  
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全体の比率を上回っており、14 市町村の農業が米の生産に著しく特化していることが分か 

ります。建設業は、官公庁の受注、いわゆる公共事業に多くを依存する傾向にあります。   

製造業では、14 市町村は、県内の製造業集積地の一つであり、平成 13 年の製造品出荷額   

等は 4,658 億円に達し、県内の製造品出荷額等の約 10％に相当します。 

  14 市町村の財政状況を財政力指数（平成 13 年～15 年度の 3 か年平均）でみると、上越   

市が 0．730 と最も高くなっている一方、6 町村では 0.1～0.2 の間の低い数値を示してお  

り、地方交付税への依存度が高い状況が見受けられます。 

 行政分野においては、一部事務組合等を設置し、広域に共同して事務を行っています。  

主な一部事務組合のうち、消防については 14 市町村を含む 17 市町村で既に事務を行って  

います。ごみ、し尿については 12 市町村で処理を行っている他に、2 町村が他の団体と一  

部事務組合を設置して処理を行っています。 

 

５ 合併に至る経緯の概要 

年  月   日 内      容 

平成 13 年 2 月 「新潟県市町村合併促進要綱」が公表される。 

平成 15 年 3 月 6 日 
「上越地域法定合併協議会準備会」を設置。 

第 1 回準備会を開催し、10 市町村が加盟。 

平成 15 年 3 月 31 日 
第 2 回準備会を開催し、新たに 3 町が加盟し、構成市町

村が 13 市町村に。 

平成 15 年 4 月 17 日 
第 3 回準備会を開催し、新たに 1 村が加盟し、構成市町

村が 14 市町村に。 

平成 15 年 5 月 第 4～5 回の準備会を開催。準備会の全協議を終了。 

平成 15 年 6 月 ～ 7 月 各市町村で住民説明会、住民意向調査などを実施。 

平成 15 年 8 月 4～15 日 14 市町村議会で法定合併協議会設置の議会議決。 

平成 15 年 8 月 20 日 14 市町村で「上越地域合併協議会」の設置。 

平成 15 年 8 月 22 日 新潟県知事へ協議会設置の届出。 

平成 15 年 9 月 1 日 新潟県知事から合併重点支援地域の指定。 

平成 15 年 10 月 7 日 第 1 回協議会を開催。 

平成 15 年 10 月 30 日 ～ 

平成 16 年 6 月 28 日 

第 2～12 回の協議会を開催。 

（この間、議会の議員の定数及び任期の取扱いに関する

小委員会、地域審議会及び地域自治組織（仮称）の取扱

いに関する小委員会、新市の施策及び事業に関する小委

員会、新市の名称に関する小委員会、自治基本条例に関

する小委員会をそれぞれ 6 回ずつ開催） 

平成 16 年 7 月 23 日 
第 13 回協議会を開催。協議会の全協議を終了。 

合併協定書調印式を開催。 

平成 16 年 7 月 27 日 浦川原村議会、大島村議会で合併関連議案を提案・可決。 

平成 16 年 7 月 28 日 
安塚町議会、牧村議会、柿崎町議会、板倉町議会、三和

村議会で合併関連議案を提案・可決。 

平成 16 年 7 月 29 日 
頸城村議会、中郷村議会、名立町議会で合併関連議案を

提案・可決。 

平成 16 年 7 月 30 日 吉川町議会、清里村議会で合併関連議案を提案・可決。 

平成 16 年 8 月 1 日 大潟町議会で合併関連議案を提案・可決。 

平成 16 年 8 月 2 日 上越市議会で合併関連議案を提案・可決。 

平成 16 年 8 月 6 日 新潟県知事へ合併申請書を提出。 
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６ 合併の必要性 

（１）我が国の社会経済は歴史的な転換期へ 

我が国の社会経済は、今、数十年振りの大きな転換期を迎えています。 

我が国経済は戦後復興を遂げた後、1990 年代初頭まで数十年にわたり成長を続けてきま 

したが、バブル経済後の不況で長期に停滞し、「右肩上がりの成長」は終焉しました。 

現在の不況はバブル経済後の金融処理の後遺症と言われてきました。しかし、最近では  

グローバル化による世界的な競争の激化、少子・高齢化などによる国内外市場の変化など  

構造的な要因が指摘されるに至り、一過性ではない問題の深刻さが認識されるようになっ 

てきました。 

将来を支える青少年の急速な減少や社会的支援が必要な高齢者の急増など少子・高齢化 

も予想を上回る速度で進み、平成 18 年には総人口の減少という第 2 次世界大戦末期を除  

いて近代では経験したことのない事態を迎えようとしており、総人口と年齢構成の変化は 

我が国の在り方を大きく変えようとしています。 

我が国が経済成長を通して蓄え、築き上げてきた経済力、技術力、産業基盤などをいか  

して、こうした環境変化に的確に対応していけば、再び持続的・安定的な社会経済の運営  

を回復することは可能なはずです。しかし、そのためには多くの変革が必要とされていま  

す。 

 
（２）国・地方を通した変革の必要性 

「右肩上がりの成長」の終焉は、我が国の行財政にも大きな影響を与えています。バブ  

ル経済期の平成 2 年度に 60 兆円を超えた国の税収は、デフレ経済の影響も受け、平成 16   

年度予算ではその 7 割に満たない 42 兆円弱まで減少しました。一方、重なる景気対策等   

により歳出は逆に増加し、不足分を国債などで賄ってきたため、国債等の残高は平成 16 年  

3 月末で 500 兆円を超え、国内総生産に対する割合は先進国の中では突出した値となっ   

ています。 

これは地方財政も同様の状況であり、国・地方とも子や孫の世代にまで負担を掛けざる  

を得ないほど多くの負債を抱える深刻な事態に立ち至っています。景気の回復により税収 

が好転することはあっても、現在の歳入と歳出のギャップを埋めるほど劇的な増収は、す  

ぐには期待できないと考えるのが妥当です。 

多くの社会保障制度など、「右肩上がりの成長」を前提に構築された各種制度の運用は、

近い将来困難になることが既に見通されており、国・地方とも現在の状況をこのまま続け  

ることはできず、行財政の広範囲にわたる変革が求められています。 

 

（３）全国的な地方自治体の変革としての市町村合併 

こうした国・地方をめぐる厳しい状況を、大きな変革によって乗り切るために、足腰の  

強い地方自治体の構築を目指すのが、全国で進められている今回の市町村合併の大きなね 

らいの一つと言えます。行財政の変革のための合併です。 

平成 12 年 4 月の地方分権一括法の施行を契機に、「地方でできることは地方で」を合   

言葉に、地域における行政運営の主導を「国」から住民に身近な「市町村」に移すべく、    

行財政改革が進められています。これは本来あるべき地方自治の姿を実現するものとして 

歓迎されるべきものですが、市町村は、「自己決定・自己責任」の原則に基づき、主体的   

に政策を立案し、効率的に実行することが求められ、そのために高い行政能力と強い行財  

政基盤の確立が急務の課題となっています。一般的には、合併によってこうした課題にこ  

たえ得る地方自治体を全国的に実現することが求められていると言えます。 
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（４）上越地域でも同様の変革が必要 

国や全国の地方が抱える問題は上越地域でも同様に現れ、高齢化などの側面では一層厳 

しい問題として立ち現れています。高齢化は、長寿社会の実現であるという積極的な側面  

を有する一方、福祉サービスなどの行政需要が増加するという側面も持ち合わせていま  

す。また、少子化に伴う生産年齢人口の減少により、地域産業の働き手、福祉サービスの   

担い手となる世代の人口が減少し、地域の活力の低下が危惧されます。 
さらに、地域の主要産業の一つである農業や建設業は、産業構造の変化や行政の支出削  

減に伴う公共工事減少等の影響を受け、極めて厳しい状況にあります。地域を支える製造  

業も経済のグローバル化の影響で激しい競争にさらされています。 
このような地域産業の厳しい状況を反映し、地方税収は顕著な減少傾向にあります。ま 

た、上越地域には国からの地方交付税への依存度が高い町村が多く、既に平成 16 年度予  

算編成において、三位一体の改革に伴って全国の自治体で財源不足が生じており、今後更  

に地方財政は逼迫し、厳しさが一層増すものと予想されます。 
歳入が減少する中で、増大する行政需要に対応していくという、極めて難しいかじ取り  

が上越地域の各自治体に求められており、上越地域の維持・発展のために、足腰の強い自  

治体の構築が求められています。 
 

（５）上越市を中心に広域的な一体化が進む上越地域 

上越地域では、交通基盤の整備やモータリゼーションが進展したことにより、住民の行  

動や企業の事業範囲は市町村を越え、既に広域化しています。上越市の周辺町村では、日  

常生活の通勤や通学、買物などのために上越市を定期的に訪れる住民が多数を占めるとと 

もに、その数は年々増加しており、上越市を中心とした日常生活圏域が既に形成され、強  

化されています。 

上越市の都市機能が周辺町村の多くの住民に利便性・快適性を提供し、そのことが上越  

市経済の大きな支えにもなっている、すなわち、上越地域は上越市を中心に一体的な社会  

経済を形成しており、互いの動向が相互に深い影響を及ぼし合う関係を築いています。 

 

（６）次の時代の行財政運営のためには、市町村の力の結集、すなわち合併が必要 

こうした中で変革の時代に向けた地域の運営を行っていくためには、上越地域が保有す 

る天然資源、経済資源、人的資源などあらゆる資源を余すところなく効率的に有効にいか 

し、すべての住民の安全・安心で快適な生活を支えることのできるような、足腰の強い自  

 治体の構築が求められます。 
この問いに対する答えが、地域の市町村の力を結集すること、すなわち「市町村合併」   

です。日常生活圏から見て地域に最もふさわしい大きさで一つの行政体を組み、これによ  

り得られる「行政基盤の再構築による行財政の効率化」、「公共サービスの利用範囲の拡  

大」といった効果をいかし、直面する課題に取り組む行政改革です。 
各地で市町村合併に向けた取組みが進められ、国・県においても積極的に合併を推進し、

支援を行っている現在は、市町村合併の好機であると言えます。 

 

７ 合併による効果 

（１）豊かさ、安全、安心を実現するしなやかで活力のあるまちと地域づくり 

今、14 市町村は、高齢者が増加する一方で、生産年齢人口が減少したり、建設業など地  

域の主力産業の一部が縮小したりするなど、地域社会・経済の活力が徐々に弱まっていく  

状況の変化に直面しています。このような中、将来においてもこれまでどおりに地域で暮  

らし、働くことができるまちをつくることが大事です。 
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新しい上越市では、このような社会や経済の変化に柔軟に対応し、だれもが豊かに、そ  

して安心して暮らせる地域を常に保ち続けることができる足腰の強いまち、地域をつくり 

ます。 

 

（２）市民本位、市民が支えるまちづくりとその仕組みの構築 

新しい上越市で実現する豊かさや安全、安心は、だれかに与えられるものではなく、市  

民の立場でその理想を考え、形にしていくものと考えます。また、少子・高齢化が進む地   

域では、市民一人ひとりの「力」を互いに必要とする機会が増えると考えます。 
新しい上越市では、市民の視点に立ち考えた、豊かで、安らぎのある暮らしを実現する  

ために、市民一人ひとりが地域社会を支える役割を担い、互いに支え合っていくまちをつ  

くります。 
 

（３）行政の効率化、コストの引下げによるきめ細かい行政施策の展開 

14 市町村が一つとなることで、財政基盤の強化、行財政の効率化を図ることができます。

しかし、その一方では、「小規模の公共施設が分散する」など非効率な側面もあり、逆に、

これらを集約することで「公共サービスの質が低下する」といった負の影響も懸念されま 

す。 

新しい上越市では、14 市町村に分散する行財政基盤や都市機能を再構築し、効率的な行 

財政運営を実現します。同時に、旧市町村を基本単位とした行政運営の仕組みを導入し、  

きめ細かい行政施策を展開します。 
 

（４）道州制導入に当たっての「州都」実現に向けた都市機能の整備 

真に分権型社会にふさわしい自立性の高い圏域を形成する観点から、現行の都道府県に 

代わる広域自治体として日本全国を「道」又は「州」により構成しようとする道州制の導   

入が、本格的に検討され始めています。 
新しい上越市は、新潟市、富山市のほぼ中間に位置し、長野県との経済的な結び付きも  

強いことから、北信越地域の交流拠点として、また複数の高速交通体系を有していること  

により、三大都市圏と日本海側を結ぶ結節点として、位置的にも時間距離的にも優位性が  

あります。また、重要港湾・直江津港を有し、環日本海時代の国際物流拠点としての発展  

も期待されます。 
加えて、近い将来には、北陸新幹線や上越魚沼地域振興快速道路が整備され、更に広域  

交通ネットワークが充実することになります。 
これらの広域的な位置的優位性や交通ネットワークというポテンシャルを十分にいか 

し、都市機能の高度化を図ることにより、将来、道州制が導入された場合に、新しい上越   

市が「州都」となる優位性・可能性が高まります。 
新しい上越市では、都市として更に発展し、さらには、その成果を市民生活の質的向上  

につなげていくために、都市機能の整備を進め、州都実現の可能性を高めていきます。 
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